
9 1
習熟度別少人数授業な
ど個に応じた指導の充
実

・基礎的・基本的な学力を身に付ける
とともに学習意欲の向上を図るため、
従前の対象学年である小学校5・6年
生、中学校2・3年生から、対象を小学
校3年生～中学校3年生まで拡充し、
習熟度別少人数授業などを実施し、
個に応じた指導を充実する。

(1)  

102
放課後ステップアップ事
業の実施

・全小学校に指導員を配置し、放課
後の時間を活用して児童の自主学習
の支援にあたる。

(1)

103学習教材のネット配信

・全小・中学校に対し、授業用教材
（基礎・応用・発展）、朝学習教材、放
課後学習教材、家庭学習教材など、
最新の問題で構成された「学習教材」
をネット配信する。

(1)

124
言語力の向上支援事
業

・教育委員会内に学識経験者を含む
言語力向上研究委員会を設置し、授
業内容・方法の見直しを行うととも
に、パイロット校での実践をふまえな
がら、国語だけでなく全教科において
読解力・記述力を培う教材を作成す
るなど教育内容を充実し、言語力の
向上を図る。

(1)

135
学校図書館活性化事
業

・学校図書館の運営を支援するボラ
ンティアを養成し、読書環境の整備や
読み聞かせの充実などを行い、児童
の読書意欲の醸成や読書習慣の確
立を図る。
・教育委員会事務局内に司書や教員
で構成する学力向上担当を設置し、3
年間で全小学校において学校図書館
活性化事業を実施する。

(1)

136
子どもの読書活動の推
進

・「大阪市子ども読書活動推進計画」
の普及・啓発のため、「推進計画」普
及ページを子どものための施設ガイ
ド「タッチ」に挿入し配布する。また「子
ども読書の日」を記念した催しを実施
する。
・「大阪市子どもの読書活動推進連絡
会」を開催し、子どもの読書にかかわ
る関係機関、ボランティアの課題の共
有化や協力しての課題解決、情報発
信を図り、子どもの読書活動を推進
する。
・全小・中学校において読書タイムを
設定するなど、すべての児童・生徒が
参加する読書活動を行う。

(1)

今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

大阪市教育改革プログラム　重点行動プラン2008-2011記載事業　　【21年度進捗状況一覧表】

２１年度末実施状況

・ 21年度から実施学年に小学校３・４年、中学校１年を追加し、小
学校３～６年の国語・算数、中学校１～３年の国語・数学・英語に
おいて、児童・生徒の習熟の程度に応じて少人数授業を実施し
た。
・ 各学校がそれぞれの課題に応じて選択した指標について定量
的及び定性的な評価を行い、習熟度別少人数授業について「効果
があった」と答えている学校の割合は、小学校で98.4％、中学校で
97.5％であった。

・ 21年度から全小学校に指導員を配置し、２学期から全小学校で
放課後の時間を活用して児童の自主学習の支援を実施した。
・ 年間120時間以上実施した学校は66校、100時間以上120時間未
満は118校、80時間以上100時間未満は88校、その他は25校で
あった。
・ 参加希望者数、使用教室の収容人員等の実情に応じて、22年
度から一部の学校で指導員を加配することとした。

Ⅰ　おおさかでまなぶ　　～確かな学力を身につけた“なにわっ子”～

1)習熟度別
少人数授
業など個に
応じた指導
の充実

2)言語力の
育成

・ 21年度から全小・中学校に学習教材をネット配信する。

２１年度までの取組予定

・ 施設ガイド「タッチ」を年１回発行し、全児童・生徒に配付してい
る。
・ 「子ども読書の日」（4月23日）記念事業を市立図書館全24館で
実施している。
・ 区の子どもの読書活動推進連絡会、全市の子どもの読書活動
推進連絡会を年１回開催している。
・ 読書タイム等を全小･中学校で実施している。

・ 「習熟度別少人数授業」などを拡充し、個に応じた指導の充実を
図る。

・ 21年度から児童の自主学習の機会を設けて、学習意欲の向上
と自主学習習慣の定着を図る。

・ 21年度から授業用教材（基礎・応用・発展）、朝学習教材、放課
後学習教材、家庭学習教材など、最新の問題で構成された学習教
材データベースを全小・中学校に提供するとともに、活用講習会を
11回実施した。

・ 20年度に言語力向上研究委員会を設置し、教育内容・方法を研
究するとともに、教育研究会と連携した実践事例集と教材を作成
する。（20年度：小学校低学年、21年度：小学校中学年、22年度：
小学校高学年）
・ 20年度にパイロット校を２校程度選定するとともに、21年度から
パイロット校での実践・成果を普及する。

・ 言語力向上研究委員会において、実践事例集・ワークシート集
の原案を作成し、20年度は小学校低学年用教材を、21年度は小
学校中学年用教材の原案をそれぞれ作成した。
・ 20年度にパイロット校を２校選定し、21年度からパイロット校での
実践・検証を踏まえて、実践事例集・ワークシート集を加筆修正し、
教材を全小学校に配布した。
・ 教材の効果的な活用を図るため、「言語力の向上」研修会を開
催し、118名が参加した。

・ 20年度から３年間で全小学校で事業実施する。（21年度末まで
に202校で実施）
・ ３年間で全小学校のボランティアを養成する。
・ 20年度に、学力向上担当を設置する

・ 市立図書館と連携し、学校図書館の運営を支援するボランティア
を2,321人養成し、読書環境の整備や読み聞かせの充実を行うな
ど、210校で事業を実施した。
・ 教育委員会内に学力向上担当を設置し、各小学校での事業実
施を支援している。

　　Ⅰ-１．確かな学力の向上

項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

・ 施設ガイド「タッチ」を発行（年１回）し、全児童・生徒に配付する。
・ 「子ども読書の日」（4月23日）記念事業を市立図書館全24館で
実施する。
・ 区の子どもの読書活動推進連絡会、全市の子どもの読書活動
推進連絡会（年１回）を開催する。
・ 読書タイム等を全小･中学校で実施する。

(1)・・取組予定どおりに取り組むことができたもの
(2)・・取組予定より進捗が遅れているが22年度の早期には達成できるもの、
　　　又は数値目標を下回ったがほぼ達成したもの
(3)・・取組予定に対して進捗がかなり遅れているもの、又は数値目標をかなり
　　　下回ったもの



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

167
理科支援員等配置事
業

・小学校5・6年を対象に大学生等の
理科が得意な人材を理科支援員とし
て配置し、観察・実験における教員の
支援を行うとともに、大学や企業と連
携し、先端技術に関する実験や演示・
体験活動を取り入れた特別授業を実
施して、理科教育の充実を図る。

(1)

168
小学校理科指導力向
上講座

・大学、企業、専門機関等とも連携し
ながら、新学習指導要領をふまえた、
実験、観察や安全指導、教材作成な
どの理科教育に関する知識・技能を
習得する研修を実施し、わかりやす
く、魅力ある授業を展開できる指導力
を有する教員を養成する。

(1)

189
英語でわくわく１，２，３
事業

・全小学校の6年生児童を対象に英
語のネイティブ・スピーカーを年間6回
派遣し英語に慣れ親しむ授業を行う。 (1)

1810
小学校外国語活動研
修会

・英語教育の資格を有するネイティ
ブ・スピーカーによる実践的演習な
ど、小学校教員の外国語活動の指導
力を高める研修を行う。

(1)

2011
情報ﾓﾗﾙ向上に向けた
取組み

・ネット上の問題にかかる学校からの
相談体制の充実を図るとともに、生徒
への啓発・指導及び教職員研修を実
施し、ネット上の犯罪被害の防止と情
報モラルの向上を図る。

(1)

2012
ユビキタス・ネットワー
クスクール新モデル事
業

・コンピュータを活用した学習の充実
を図るため、校内LANにより普通教室
からインターネットにアクセスできる環
境の整備に向け検討する。
・モデル校におけるICTを活用した授
業実践を実施する。

(1)

2213
「学力向上アクションプ
ラン」の策定

・各校で自校の課題を明らかにしたう
えで学力向上に向けた様々な教育活
動を見直し、新たに「学力向上アク
ションプラン」を作成する。

(1)

2214
「学習理解度到達診
断」の実施

・児童・生徒の学習理解度を正確に
把握し、授業の検証改善を図るた
め、小・中学校で「学習理解度到達診
断」を実施する。

(1)

・ 小学校各校１名及び特別支援学校の希望者を対象として、外国
語活動の指導力を高める研修会を実施し、20年度に304名、21年
度に304名が受講した。

・ 20年度は329学級、21年度は419学級に理科支援員を配置する
とともに、20年度は287学級、21年度は361学級に特別講師を派遣
した。
・ 教育委員会内にコーディネーターを配置し、理科支援員の配置
や特別講師の派遣に係る調整を行っている。

・ 「学習理解度到達診断」を実施し、その結果分析などをもとに次
年度の改善に生かすことで、教育実践の充実を図っている。

・ 全小学校にネイティブ・スピーカーを派遣し、英語に慣れ親しむ
授業を行っている。

・ 21年度に学校ＩＣＴ環境整備事業により、校内ＬＡＮ整備率99％を
達成するとともに、モデル校による授業実践の成果や効果を全市
に広げている。

・ 各小・中学校において「学力向上アクションプラン」を策定し、学
力向上に向けた検証・改善サイクルを確立した。

・ サイバーネットワーク連絡会議や大阪府警察本部サイバー犯罪
対策係t等と連携し、教職員に対する研修を３回実施した。
・ 20年度にネット上の問題にかかる学校からの相談窓口を教育委
員会内に設置した。

4)外国語活
動の充実

3)理科教育
の充実

・ 小学校教員の理科指導力向上のための研修を実施し、20年度
は107名、21年度は99名が受講した。
・ 民間企業と連携し、教材開発に関する実技研修の準備を整え
た。

・ 小学校教員年間100名、３年間で300名を対象に理科指導力を
向上する研修を実施（各学校１名程度）し、各小学校において研修
内容を共有する。

・ 学校の希望に基づき小学校５･６年生を対象に理科支援員や企
業からの特別講師を派遣する。（20年度は理科支援員を300学
級、特別講師を260学級に派遣）
・ 教育委員会内にコーディネーターを配置する。

・ 大阪府警察本部サイバー犯罪対策係等と連携し、生徒への指
導と教職員研修を実施する。
・ 20年度にネット上の問題にかかる学校からの相談窓口を一元化
する。

・ 継続実施

・ モデル校による実践研究を行い、その授業実践の成果や効果を
全市に広げる。

・ 全小・中学校において毎年度「学力向上アクションプラン」を策定
し、「学習理解度到達診断」の結果分析、取組みの検証結果等を
もとに、次年度の改善に生かす「PDCAサイクル」を確立すること
で、教育実践の充実を図る。

・ 小学校１・２年の国・算、小学校３～６年の国・社・算・理、中学校
１・２年の国・社・数・理・英を対象に「学習理解度到達診断」を実施
し、児童・生徒の実態を把握する。

・ 20年度から２年間で、全小学校において外国語活動を中心と
なって推進する教員を養成するとともに、各小学校で研修会を実
施する。

5)情報活用
能力の育
成

 6)学力向
上に向けた
検証・改善
サイクルの
確立



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

2415
大阪市教師養成講座
の実施

・学校訪問や模擬授業の実施、先輩
教員からの講話等を通して、教育現
場の実情を把握し、実践的な指導力
を身につける講座を開設する。 (1)

2416
教師力向上推進事業
（ＯＪＴ事業）

・初任者研修を修了した経験2年目の
若手教員在籍小学校へ教育指導員
を派遣し、直接指導することにより技
術指導の向上、児童・生徒、保護者
対応力等の向上を図る。 (1)

2517
教師力向上支援室の
充実

・教育センター内に教師力向上支援
室を開設し、本市や他都市における
優れた指導案や教材を作成・収集・
蓄積・発信する。

(1)

2518
カリキュラム開発の支
援

・「授業名人DVD」を作成するなど、授
業に役立つ教材の充実を図る。
・指導案の作成や教材づくりを支援す
る「授業らしん盤」（教育情報データ
ベース）を作成する。 (1)

2519自主研修支援

・教育センターを火・木曜日の夜間を
開館する。
・夜間セミナー・土曜自主研修会を実
施する。

(1)

26再
小学校外国語活動研
修会

（再掲）

26再
小学校理科指導力向
上講座

（再掲）

2820研究活動への支援

・各学校やグループにおける自主的
な研究を支援し、必要な経費や人的
支援を行うことにより、学校教育の充
実・発展および学校現場の活性化を
図る。また学校からの提案研究を支
援する制度を創設する。

(1)

2821学校の主体性の向上

・学校が特色や課題に応じて主体的
に事業を活用できるよう改善する。

(1)

2822
「授業力アップ」サポー
ターの派遣

・退職校長、大学教授、有識者等を
「授業力アップ」サポーターとして学校
に派遣し、授業研究を伴う校内研修
を支援する。

(1)

2823マネジメント研修の実施

・中堅教員を対象に、組織マネジメン
トの研修を行う。

(1)

　　Ⅰ-２．魅力ある「わかる授業」の創造

・20年度に、研修内容について校園長会と連携して研修を実施し
た。
　　　登録者数：174名（夜間セミナーを含めると213名）
・21年度は、「基礎編」「発展編」に分け、研修内容をより充実して
実施した。
　　　登録者数：「基礎編」112名、「発展編」90名

・ 学力向上等の今日的な課題に関する研究、学校提案型研究、
グループ研究について、計80校・グループに対して研究を支援し
た。

・ 21年度から、退職校長などの「授業力アップ」サポーターを全小・
中学校に派遣する（全小・中学校に年４回派遣）。

・ 中堅教員を対象としたマネジメント研修を実施する。

・ 多様な体験活動推進事業の実施にあたり、学校における体験学
習の選択の幅を拡大するために予算執行上の制度を改革するな
ど、学校園の裁量の範囲が拡がるよう改善した。

・ 夜間セミナーは、WEB更新等のニーズに応じた研修を、年間30
回実施した。
・ 土曜自主研修会は、主として若手教員の育成を図るため、教科
等指導力向上を目的とした研修を実施した。

・ 授業研究を伴う校内研修を支援するため、21年度から「授業力
アップ」サポーターを学校に派遣した結果、21年度における校内研
修の年間実施回数は、小学校では平均８回、中学校では平均４回
に増加した。
・ また、小学校30校、中学校15校を校内研修推進校（モデル校）と
し、大学教授、有識者による校内研修を小学校で68回、中学校で
33回実施した。
・ モデル校の成果を公開授業研修、学力向上シンポジウムや教育
センターフォーラム等で発信するなどし、成果の共有化を図った。

・ 20年度に教師力向上支援室を開設し、教材の作成・収集・蓄積・
発信を行う。

・ 21年度から授業名人DVD、授業らしん盤（教育情報データー
ベース）を作成する。

・ 20年度から小学校教師養成講座を開設し、毎年度150名を養成
する。

・ 20年度に校内研修(OJT）ｻﾎﾟｰﾄﾌﾞｯｸを作成・配布し、活用する。
・ 20年度から経験2年目の教員在籍小学校に教育指導員を派遣
し、授業観察、指導案作成助言、子ども理解についての助言等を
実施する。

・ 各学校やグループにおける自主的な研究に対して、必要な経費
や人的な支援を行う。

・ 夜間セミナーを年間30回実施する。
・ 土曜自主研修会を実施する。

・ 学校がより主体的に事業を実施するための改善を行う。

・ 20年度に教師力向上支援室を開設し、教材の作成・収集・蓄積・
発信を行うとともに、研究相談・教材貸出を行っている。

・ 「授業名人DVD」については、20年度の成果と課題をふまえ、21
年度に「指導技術編」と「子ども理解編」の２種類を作成した。
・ 教育情報データベース「授業らしん盤」については、各校から研
究成果を集め、指導案等のデータ数は約４万件となった。活用に
ついては、「インフォメーション」（教育センター発行の月刊情報誌）
等で紹介し、一層の活用促進を図った。

・ 20年度は196名、21年度は194名が受講し、実践的な指導力を身
につけた人材を養成した。
・ 中学校教員の採用が増加していることから、22年度から小学校
教員をめざす受講者だけでなく、中学校教員をめざす受講者のた
めの講座を開設することとした。

・ 20年度に校内研修(OJT）ｻﾎﾟｰﾄﾌﾞｯｸを作成・配布し、学校現場に
おける研修に活用している。
・ 20年度から小学校採用２年目教員に対して教育指導員を年３回
派遣しており、21年度は292人に対して実施した。
・ 中学校教員の採用が増加していることから、22年度から小学校
だけでなく、中学校教員も対象とすることとした。

8)学校の教
育力の向
上

7)教員の指
導力の向
上



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

2924
優れた教育実践に対す
る表彰の実施

・優れた教育実践や調査研究等に取
り組む学校・教職員・グループに対し
て表彰を行い、意欲の向上を図る。

(1)

29再
教師力向上支援室の
充実

（再掲）

29再
カリキュラム開発の支
援

（再掲）

3125
学校事務の軽減・簡素
化

・学校事務改編プロジェクトを設置し、
事務の簡素化を検討する。 (1)

3126学校業務のＩＴ化の推進

・学校財務会計システム（学校の予算
管理・経費執行システム）、及び教職
員情報システム（人事・給与等に関す
るシステム）を導入し、事務の効率
化・簡素化を図る。

(1)

3127
保護者とのより良い関
係づくりに向けた支援

・保護者とのより良い関係づくりに向
けた手引書を作成し、研修等を実施
するとともに、法的な対応・解決が必
要なものについて、専門の弁護士に
よる法律相談を実施する。

(1)

3228教職員相談事業

・教職員のためのカウンセリングルー
ムを設置し、臨床心理士資格を有す
るカウンセラーを配置し、教職員の相
談に応じる。

(1)

3229
教職員職場復帰支援
事業

・精神疾患による休職者が円滑に職
場復帰できるよう、本人の意思に基
づき1ヶ月程度の復職訓練を実施し、
主治医の診断、嘱託専門医の意見を
踏まえ、復職判断の適正化を図るこ
とで再発を防止する。

(1)

3230
指導が不適切である教
諭等に対する研修

・指導が不適切である教諭等を対象
に研修指導員（退職校長）による研修
を実施する。 (1)

・ 21年度は、職務精励、教育功労、教育実践功績によるもの75名
と３グループ、職務上の有益な調査研究をしたもの１名と４グルー
プにそれぞれ表彰を行った。

・ 22年４月に、３つの学校事務センターを１つに統合するとともに、
事務局の一部業務を集約した学校経営管理センターを設置するこ
ととした。

・ 本人の意思に基づき、復職の申し出のあった教職員に対して、
嘱託専門医の指導・助言を受けて、現任校等で１ヶ月程度の復職
訓練を実施するなど、適切に職場復帰できるよう支援を行った。

・ 指導が不適切である教諭等に対して、「ステップアップ研修」を実
施している。

・ 20年度から学校財務会計システムを拡充開発し、21年度にシス
テムの一部稼動・運用を開始し、22年度から本格運用を行うことと
した。併せて、本格運用に向けて、運用開始後の安定した稼動を
確保するため、運用計画の策定、運用体制の整備を進めるととも
に、利用者への操作研修を実施するなどの準備を進めた。
・ 20年度に教職員情報システムを開発し、21年度から運用を開始
した。運用開始後は、安定稼動に向けて不具合解消・機能改善、
運用方法の改善・検討を行った。

・ 20年度から保護者との良好な関係づくりに向けた手引書を配付
して研修を行うなど、手引書を活用した取組みを行っている。
・ 専門の弁護士による法律相談を実施している。

・ 教職員のためのカウンセリングルーム（月・水・木・土：10時～16
時、火・金：10時～18時に開設）を設置し、教職員の相談に応じて
いる。

・ 20年度に、保護者との良好な関係づくりに向けた手引書を配付
し、研修を行う。
・ 法律相談を実施する。

・ 教職員のためのカウンセリングルームを設置する。

・ 本人の意思に基づき、現任校等で１ヶ月程度の復職訓練を実施
し、主治医の診断、嘱託専門医の意見を踏まえ、復職判断を行
い、適切に職場復帰できるよう支援を行う。

・ １クール４ヶ月（１年以内）の研修を基本に、その都度次の対応
を判断し研修を行う「ステップアップ研修」を実施する。

・ 優れた取組みに対する表彰を実施する。

・ 20年度に学校財務会計システムを拡充開発し、21年度にシステ
ムの一部稼動・運用を開始する。
・ 20年度に教職員情報システムを開発し、21年度から運用する。

・ 事務の簡素化・効率化を検討し、事務の整理・統合を行う。

8)学校の教育
力の向上

9)学校現場
への支援



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

3631道徳教育の充実

・幼児・児童・生徒の発達段階に応じ
た道徳教育の充実を図る。
・道徳教育の推進の中心となって担う
教員を位置づけ、学校として一体的
推進体制をつくる。
・授業実践を中心とした、道徳教育の
指導力向上研修を実施する。
・新学習指導要領の実施に向け、小・
中学校道徳研修会を実施する。

(1)

・総合的な学習の時間等を活用し、自
然体験、生活体験、ボランティア体
験、地域体験、大阪体験、芸術体験
などの体験活動を実施し、児童・生徒
の豊かな心を育む。
・児童・生徒の活動発表の場を提供
する。

(1)

・大阪市内の小・中学生の参加が10
人以上見込めるグループや、青少年
や子どもに関する団体を対象に、生
活体験、自然体験、音楽・文化・ス
ポーツ体験など多彩な体験や学習の
機会を提供する。

(1)

3733
大阪市学校支援人材
バンク活用事業

・体験的な学習の推進を支援するた
め、さまざまな知識・技能を有する地
域人材等を学校教育に活用し、教育
活動の充実を図る。 (1)

3734
体験活動に関する情報
提供

・夏休み等の長期休業中に社会教育
施設等で行われる体験講座等を掲載
した「子どものためのイベントガイド
タッチ」や「子どものための施設ガイド
タッチ」を発行する。

(1)

3735
郷土おおさかの歴史や
芸術、伝統文化を題材
にした教材作成

・小・中学校の教育研究会と協働し
て、市立の博物館・美術館の館蔵品
を題材にした大阪らしさが学べる副読
本を作成し、授業での活用を進める。

(1)

4036
部活動技術指導者招
聘事業

・部活動運営上、専門的技術指導を
担当する指導者が必要な場合に、学
校外から技術指導者を招聘する。 (1)

4037
部活動指導者講習会
事業

・中学校・高等学校・特別支援学校の
部活動顧問及び外部指導者を中心
に、各分野の専門家による生徒の発
育に応じた指導のあり方や安全面に
対する配慮等に関する講習会を実施
する。

(1)

・ 新学習指導要領に対応した道徳授業を実施するなど、道徳教育
の充実を図った。
・ 道徳教育に関する教員研修を実施した。

・ 年間３回の講習会を実施し、中学校の運動部活動の指導者が
専門的な指導ができるよう育成を図った。

多様な体験活動の推進36

Ⅱ　おおさかでそだつ　　～たくましく夢に向かってチャレンジする“なにわっ子”～

10)豊かな
心の育成

32

・ 20・21年度で117プログラムを開発した。
・ こども向け体験教室を20・21年度で713事業実施し、延べ33,710
名が参加した。

・ 多様な体験活動推進事業により、各学校がそれぞれの課題や
特性に応じて事業を選択し、自然体験・生活体験・ボランティア体
験など、体験活動を実施した。
・ 中学校総合文化祭、高等学校芸術祭、総合体育大会などを開
催した。

・長期休業中における子ども向け事業の情報誌 「子どものための
イベントガイド“タッチ”」を年2回発行するとともに、年間を通じた社
会教育・文化施設の無料開放のPRや施設を分かりやすく紹介した
「子どものための施設ガイド“タッチ”」を年1回発行し、それぞれを
市内の小・中学校・特別支援学校の児童生徒全員に配布してい
る。

・ 20年度は2,000人、21年度は2,164人の人材が登録しており、そ
れらの人材を学校における体験活動等に活用した。

・ 20年度に307名、21年度に295名の技術指導者を招聘し、部活動
を支援した。

・ 20年度に「博物館・美術館資料でかたる－おおさか事典」を作成
し、市内小・中学校約430校に配付した。（各学校における郷土お
おさかの歴史等に関する授業で活用を図った。）

・ 登録者の刷新・活用を図る。

・ 20・21年度で100プログラムを開発する。
・ こども向け体験教室を実施する。

・ 自然体験・生活体験・ボランティア体験など、各学校がそれぞれ
の課題や特性に応じて事業を選択し、総合的な学習の時間などの
中で、多様な体験活動を実施する。
・ 中学校総合文化祭、高等学校芸術祭、総合体育大会など、児
童・生徒が活動の成果を発表する機会を提供する。

・ 道徳教育を充実させる
・ 新学習指導要領に対応した道徳授業を実施する
・ 道徳教育に関する教員研修を実施する

・イベントガイドを年2回、施設ガイドを年1回発行し、全児童・生徒
に配布する。

・ 20年度に「博物館・美術館資料でかたる－おおさか事典」を作
成・配付し、小・中学校に配付する。

・ 年間３回の講習会を実施する。

・ 技術指導者を招聘する
（週１回２時間以上　平均指導回数（年間）30回）

　　Ⅱ-１．しなやかで強い心とすこやかな体をそだてる



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

4038食に関する指導の充実

・計画的な食に関する指導の充実を
図ることにより、児童・生徒の食への
自己管理を高める。
・栄養教諭を配置し、食育推進の体
制整備を図る。（平成17年度より）
・弁当づくり等食に関する保護者への
啓発を図る。

(1)

4139
家庭からの弁当持参の
支援

・家庭からの弁当持参について、持
参率の向上・内容の充実・保護者の
負担感の軽減などに資するため支援
する。

(1)

4140
民間業者による昼食提
供

・家庭弁当を補完するため、全ての生
徒が学校内で安全面、衛生面・栄養
価等に配慮された昼食を購入できる
機会を提供する。

(1)

4341
特別支援学校の機能
の充実

・専門性を生かし、地域の学校を支援
するセンターとしての機能の充実を図
る。

(1)

4342
「個別の教育支援計
画」の作成

・乳幼児期から卒業後まで、長期的な
視点に立った教育的支援を行うため
に、教育・医療・福祉など関係機関及
び保護者との連携による「個別の教
育支援計画」を策定する。

(1)

4443
「個別の指導計画」の
作成

・各学校は学期ごと又は年間の具体
的な指導目標、方法等をまとめた「個
別の指導計画」を作成する。 (1)

4444
特別支援教育コーディ
ネーターの養成

・全校における特別支援教育の中心
的役割を果たす教員に「特別支援教
育コーディネーター養成研修」を行
う。
・21年度からは、全校の希望する教
員対象に特別支援教育コーディネー
ター研修を行う。

(1)

4445
特別支援教育担当アド
バイザーによる巡回相
談

・発達障害についての相談・支援に関
して高い専門性を持つ特別支援教育
担当アドバイザー等が小・中学校を
巡回する。必要に応じて医師や大学
関係者等の専門家を招聘する。

(1)

4446
特別支援教育補助員
の配置

・小・中学校の特別支援学級に特別
支援教育補助員を配置し、個別の支
援が必要な児童・生徒が多数在籍す
る学級に対し、安全確保・指導の充
実を図る。

(1)

4447
教育活動支援員の配
置

各小・中学校の通常学級に教育活動
支援員を配置し、発達障害等のある
児童・生徒を支援し、授業や学級経
営を効果的に行う。 (1)

各学校において個別の指導計画を作成しており、20年度には発達
障害を含む障害のある子どもの86.0％、21年度には90.9％の計画
を作成した。

・ 小・中学校の必要な特別支援学級に特別支援教育補助員171名
を配置した。

・ 各学校の個別の教育支援計画に基づき、教育活動支援員242名
を配置した。

　　Ⅱ-２．一人一人の個性をのばす

12)特別支
援教育の
充実

・ 各特別支援学校では、周辺の小・中学校等と積極的に交流し、
障害のある幼児・児童・生徒の指導への支援を行った。
・ 教室不足等の課題解決に向け、求められる整備について検討
し、22年度に先行事例等の調査や整備手法の検討、府市との役
割分担の整理を図ることとした。

11)すこや
かな体の育
成

・ 全小・中学校を巡回指導し、相談・支援を行った。

・ 小学校６年生の保護者に弁当レシピ集を配布し、情報提供を行
うとともに、親子弁当教室を開催するなど、家庭からの弁当持参を
支援した。

・ 食に関する指導の全体計画について、21年度までに全ての小・
中・特別支援学校で策定した。
・ 中学校のモデル校８校で、食に関する指導モデル校事業を実施
した。
・ 小・中学校における食に関する指導実践事例集を作成した。
・ 小学校における学校給食献立コンクールを実施している。
・ 栄養職員を栄養教諭に順次切り替えている。
・ 市役所ロビーで食育展を開催するとともに、各区においても食育
展を開催した。

・ 20年度までに、全校のコーディネーターを対象に養成研修を実
施し、791名が修了した。(入門コース、フォローアップコース、スキ
ルアップコース)
・ 21年度からは、養成研修のフォローアップコースとスキルアップ
コースを残し、フォローアップコースは361名修了し、コーディネー
ター養成に関する研修受講者が全校園に在籍する状況となってい
る。それらをあわせ、希望者対象の特別支援教育コーディネーター
研修を新たに開設した。

・ 20年4月から昼食提供事業を12校で開始し、20年9月から26校
で、21年9月から89校でそれぞれ開始して、市内全128中学校で実
施している。
・ 家庭弁当を持参しない場合のセーフティネットとして有効に機能
するよう、各学校に代表的な献立写真や具体的な利用方法を掲載
したカラーリーフレットの配付を行うとともに、献立についても季節
感や中学生の嗜好に合わせたメニューを提供している。

・ 各学校において個別の教育支援計画を作成しており、20年度に
は発達障害を含む障害のある子どもの66.7 ％、21年度には79.2％
の計画を作成した。

・ 家庭弁当を持参しない生徒への支援として、昼食提供事業を実
施するにあたり、昼食予約システムの開発、配膳スペースの整備
等を行うとともに、食品検査を実施する。

・ 周辺の小・中学校等と積極的に交流し、障害のある幼児・児童・
生徒の指導への支援を行う。

・ 食に関する指導の全体計画を策定する。
・ 食に関する指導モデル校事業を実施する。
・ 食に関する指導実践事例集を作成する。
・ 学校給食献立コンクールを実施する。
・ 平成23年度を目途に現職栄養職員を栄養教諭に計画的に切り
替える。
・ 食育展を開催する。

・ 20年度から、家庭からの弁当持参への支援として、弁当レシピ
集の配付、親子弁当教室を実施する。

・ 各学校において個別の指導計画を作成する。

・ 全校のコーディネーターを対象にコーディネーター養成研修を実
施する。
・ 21年度からは、全校の希望する教員を対象にコーディネーター
研修を実施する

・ 各学校において個別の教育支援計画を作成する。

・ 全小・中学校を巡回指導する。

・ 支援の必要な児童・生徒数の実態に応じて、小・中学校の特別
支援学級に特別支援教育補助員を配置する。

・ 各学校の個別の教育支援計画に基づき配置する。



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

4548教員研修の充実

・特別支援教育に関する教員研修を
充実させる。
・発達障害の理解・啓発のための
DVDを作成し、各校での研修への活
用を図る。

(1)

4549
特別支援教育の今後
のあり方検討

・外部有識者の意見を交えながら特
別支援教育の今後のあり方を検討す
る。 (1)

4750
キャリア教育推進事業
及び高等学校キャリア
教育支援事業

・小学校から高等学校までを通して、
発達段階に応じた系統的・継続的な
キャリア教育を推進する。
・小学校では5・6年生を対象に、職業
講話・職場見学等を実施する。
・中学校（特別支援学校を含む）では
2年生を中心に3日間程度の職場体
験学習を実施する。
・高等学校では企業や専門学校等の
外部講師による講座等を実施する。
・大阪キャリア教育支援ステーション
等とも連携しながら、効率的・効果的
にキャリア教育を推進する。

(1)

4751
地域でこどもの仕事体
験を実施

・地域で青少年育成にかかわってい
る諸団体や学校、民間団体と連携
し、小・中学生の仕事体験を実施する
ことにより、自らのキャリア形成につ
いて積極的に考える機会を提供す
る。

(1)

5052
普通科系高校のあり方
検討

・ 大阪市高等学校教育審議会におい
て今後の普通科系高校のあり方につ
いて検討を行う。

(1)

5053新商業高校の開設

・ 東商業高校、市岡商業高校、天王
寺商業高校の3校を再編統合し、天
王寺商業高校の校地に大学と連携し
た新しいタイプの商業高校を開設す
る。（平成24年4月開校をめざす。）

(1)

5054工業高校のあり方検討

・全日制工業高校と定時制工業高校
を再編統合して、新しいタイプの工業
高校の実現に向けて取り組む。 (1)

・ 20年度に審議会にて審議し、22年3月に審議会より第11次答申
「新しい時代に対応し、創造都市・大阪の持続的発展に貢献する
人材を育成するための普通科系専門学科における一層の特色化
の推進方策について」を受け、23年度中の方針案の策定に向けて
検討に着手した。

・ 20年度に設計し、21年度に契約を締結し、24年４月の開校をめ
ざし、校舎建設工事を進めている。
・ 21年度にカリキュラム原案や、産業界と連携したカリキュラムの
運営方針を策定した。

・ 21年度に有識者による新工業高校構想検討懇話会を立ち上
げ、新しいタイプの工業高校の実現に向け検討し、22年2月に同懇
話会において「新工業高校基本構想」が取りまとめられた。

・ 20年度に特別支援教育審議会に諮問し、22年３月に特別支援
教育審議会より「今後の特別支援教育のあり方について（答申）」
を受け、「特別支援教育基本方針」の策定の準備に着手した。

・ 職業講話、職場体験学習など、大阪キャリア教育支援ステーショ
ンと連携し、児童・生徒の発達段階に応じた系統的・継続的なキャ
リア教育を推進した。

12)特別支
援教育の
充実

14)高等学
校の特色
化

・ 学校での教育活動と地域での取組みの連携により、20・21年度
で23団体（8,112名が参加）が事業を実施し、効率的・効果的なキャ
リア教育を推進した。

・ 校園長研修会（特別支援教育）、特別支援学校新任教員研修会
など、さまざまな研修・講座において、特別支援教育に従事する教
職員の資質向上に向けて研修会を実施した。
・ 20年度に発達障害の理解・啓発のためのDVDを作成・配付し、
21年度から各学校の研修で活用した。

・ 特別支援教育に関する教員研修を充実・実施する。
・ 20年に発達障害の理解・啓発のためのDVDを作成・配付し、21
年度から各学校の研修で活用する。

・ 学校での教育活動と地域での取組みの連携により、効率的・効
果的なキャリア教育を推進する。

・ 20年度に特別支援教育審議会に「今後の特別支援教育のあり
方」について諮問し、21年度に特別支援教育審議会より答申を受
ける。

・ 児童・生徒の発達段階に応じた系統的・継続的なキャリア教育を
推進する。（各学校でのキャリア教育の推進、全小学校で職業講
話、全中学校で職場体験学習に取り組める環境整備、高等学校
で外部講師による講座等の実施）
・ 大阪キャリア教育支援ステーションと連携を図る（職場体験の受
け入れ先やインターンシップの紹介等）

・ 20年度に審議会にて審議し、21年度に審議会より答申を受け
る。

・ 20年度に設計し、21年度に契約締結、校舎建設工事を行う。
・ カリキュラムを検討する（高大接続科目、産業界との連携内
容）。

・ 20年度に統合スケジュールを検討し、21年度に有識者による検
討を進める。

13)キャリア
教育の推
進



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

5355
学校キャラバン隊の派
遣

・小学校などへ指導主事チームを派
遣し、「子どもの生きる力をはぐくむ家
庭の力」をテーマに保護者との懇談
会を開催。

(1)

5356
家庭学習の教材の開
発・活用

・家庭学習用に使える教材を作成し、
活用を図る。

(1)

5357
家庭教育に関する学習
機会の提供

・PTAや市民団体が実施する家庭教
育に関する学習会を支援する。
・家庭教育に関する講座等を実施す
る。

(1)

5458
「はぐくみネット」事業の
機能の充実

・小学校区に、PTAや地域諸団体、学
校関係者等で構成する「小学校区教
育協議会-はぐくみネット」を組織し、
学校・家庭・地域が一体となって総合
的な教育力を発揮し、地域における
人と人とのつながりによって子どもを
はぐくむ「教育コミュニティ」づくりを推
進する。

(1)

5459
学校元気アップ地域本
部の設置

・中学校区における地域の学校支援
体制を構築し、家庭や地域の教育力
を活かして、学力向上等の教育活動
支援に取り組む。

(1)

16)小中連
携の推進

5660
小中連携パイロット校
調査研究事業

・24中学校区内の小・中学校におい
て調査研究を実施する。
・小中一貫した学習指導や生活指導
の方法などの実践研究を進める。
・教育委員会に学識経験者を含む
「調査研究委員会」を設置して、実践
校の成果分析を行う。 (1)

58再
学校支援人材バンク活
用事業

（再掲）

5861
学校支援学生ボラン
ティア

・大学等と連携し、単位認定制度等を
活用しながら、大学生を学校支援ボ
ランティアとして派遣する。

(1)

58再
部活動技術指導者招
聘事業

（再掲）

・ 20年度から家庭教育充実事業を実施し、ＰＴＡ等の社会教育関
係団体や市民に対して、家庭教育に関する全市的な課題や国の
動向等の啓発、情報発信を行った。
・ 20年度から家庭教育充実事業を区に移管するとともに、教育委
員会で各区における家庭教育に関する実施状況を把握し、担当職
員を対象とした研修を実施した。

・ 19年度に、より地域に身近な区役所に事業移管し、取組みの充
実を図っており、市内全小学校297校区で実施している。

20年度
・家庭学習用プリントの作成
小学校国語「ステップアップシート」
小学校算数「わくわくチャレンジプリント」
（H21　移行措置対応版）
中学校数学「学びのステップアップ」数と式編を作成

21年度
・前年度に作成したプリントを活用するとともに、次のプリントを新
たに作成した
小学校算数「わくわくチャレンジプリント」
（H22新学習指導要領対応版）
小学校理科「チャレンジ！理科プリント」
理科「実験観察の手引き」
中学校数学「学びのステップアップ」関数・資料の活用編を作成
家庭学習の手引き「ひとり学びのすすめ」を作成

Ⅲ　おおさかではぐくむ　　～みんなで育てる“なにわっ子”～

・ 14年度から小学校区を単位に順次「はぐくみネット」を設置し、19
年度に全小学校区に「はぐくみネット」を設置するとともに、より地
域に身近な区役所に事業移管し、取組みの充実を図る。

・ 20年度に家庭学習用プリントを作成し、21年度から同プリントの
作成・活用を図る。

・ 19年度から家庭教育充実事業を実施する。
・ 20年度から区に事業移管し、24区で開催する。

・ 連携大学の拡充を図った結果、提携大学が20年度の22校から
21年度は29校に増加した。

・ ８中学校区に「学校元気アップ地域本部」を設置し、学校ボラン
ティア登録者数が338名に達した。
・ 事業周知のため、リーフレットを配付し、広報紙（市政だより３
回、いちょう並木、市ＰＴＡだより等）に記事を掲載した。
・ 各地域本部において、放課後や土曜日等の学習会、読み聞か
せ活動、部活動支援、緑化活動等を実施している。

・ 12中学校区のパイロット校（小学校42校、中学校12校）では、小
中連携に係る連絡会等を実施し、小・中学校教員による相互授業
参観や交流会を行うとともに、現状の把握や成果と課題について
分析し、情報を共有した。
・ 小中連携した取組については、学習指導などを全校で実施して
いる。
・ 「調査研究委員会」において、パイロット校の調査研究結果のと
りまとめや、施設一体型小中一貫校のあり方について検討した。
・ 各中学校下の状況や地域の特性をふまえ、この間の調査研究
結果等をもとにし、本市の小中一貫した教育のあり方等を示した
「大阪市小中連携推進プラン」を3月に策定した。

・ 学校キャラバン隊を派遣し、懇談会を実施した。
・ 20年度に啓発用リーフレットを全保護者あてに配付し、21年度か
ら保護者会や学校キャラバン隊において活用している。

　　Ⅲ-１．かかわりあい、ささえあう、学校・家庭・地域の連携

15)学校・家
庭・地域の
連携

17)社会教
育資源の
活用と産業
界との連携

・ 連携大学の拡充

・ 19～21年度にパイロット校における調査研究（19・20年度：12中
学校区、20・21年度：12中学校区）を行う。
・ 「調査研究委員会」を設置し、視察や、資料の収集と分析・まと
めを行う。
・ 小・中学校の交流を促進する。

・ 21年度から８中学校区において試行的に開始する。

・ 21年度から、学校キャラバン隊を派遣し、懇談会を実施する。
・ 20年度に啓発用リーフレットを全保護者あて配付する。



今後の見通し
（評価(2)又は(3)の場合）

評価
（(1)～(3)）

２１年度末実施状況２１年度までの取組予定項　　目　(20)頁 No. 教育施策　(82） 内　　　　　　容

（再掲）

（再掲）

・歴史や環境問題など、良く使われる
調べ学習用図書を中央図書館・地域
図書館に整備し、小学校に貸し出し
を行う。

(1)

・市内の幼稚園・保育所等に絵本等
の団体貸出や、養成した読書支援ボ
ランティアによる絵本の読み聞かせ
等を実施する。

(1)

5964博物館等施設との連携

・市立の博物館や美術館施設、動物
園、青少年施設等について、市内の
小・中学生は通年で入館料の無料化
を実施する。 (1)

18)学校評
価の推進

6165
学校評価の充実・改善
のための実践研究

・学校評価の一層の普及を図るた
め、自己評価の充実・改善を図るとと
もに、新たに制度化された学校関係
者評価の定着・充実を図る。

(1)

6666
スクールカウンセラー
活用事業

・市立中学校にスクールカウンセラー
を配置し、直接、子どもや保護者の相
談に応じるとともに、生活指導上の問
題について、教職員への助言・支援
を行う。

(1)

6667
メンタルリーダー訪問援
助事業

・スクールカウンセラー事業を補完
し、「ひきこもり」状態の不登校の子ど
もの援助を行う。 (1)

6668
暴力防止プログラム（Ｃ
ＡＰ）の拡充

・子どもプログラムの実施（幼稚園5歳
児、小学4年生、中学1年生の全学級
を対象）
・教職員プログラムの実施 (2)

22年度中に、未実施校に
対しても同様の取組を行
う。

6669
ピアサポート指導者養
成事業

・ピア・サポート活動を指導できる指
導者を養成する。

(1)

6670
２４時間電話いじめ相
談

・24時間体制の電話相談の実施
(1)

6671
児童虐待防止支援委
員会の設置

・教育委員会事務局内に、専門家（医
師、ソーシャルワーカー、臨床心理
士、弁護士等）で構成する「児童虐待
防止支援委員会」を設置し、学校から
の要請に応じて、学校のケース検討
会議に委員を派遣するなど、必要な
支援を行う。

(1)

6772
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

・社会福祉士等の専門的な知識や技
術を有するスクールソーシャルワー
カーを中学校に配置し、課題を抱え
た児童・生徒に対して、当該児童・生
徒がおかれた環境へ働きかけたり関
係機関等とのネットワークを活用した
りするなど、多様な支援を用いて課題
解決への対応を図る。

(1)

図書館との連携63

58

・ 20年度から中学校５校にスクールソーシャルワーカーを配置し、
課題を抱えた児童生徒への対応を行った。

・ 児童虐待防止支援委員会を設置し、学校からの要請に応じて委
員を派遣し相談に応じるなど、必要な支援を行った。

産業界との連携
・キャリア教育の推進（再)、
・理科支援員等配置事業(再)

62

・ 調べ学習用図書を、中央図書館・地域図書館に順次整備し、小
学校への貸し出しを行った。

・ 読書支援ボランティアを養成し、市内の公私立幼稚園・保育所等
で絵本の読み聞かせ等を実施した。

・ 新型インフルエンザによる休校措置等の影響で未実施校が発生
し、実施率は全体の95％であった。

・ H20・21年度に、市立博物館・美術館等29施設で小中学生無料
化を継続実施した。

・20年度に78名、21年度に77名の指導者を養成するとともに、21年
度からは活動を広めるための研修を実施した。

・ 24時間体制の電話相談を実施した。

・ 20年度は市立中学校129校、21年度は130校に配置した。

・ 20年度に12校の実践校を選定し実践研究を推進し、21年度に実
践研究の成果をふまえ、学校評価を全校で実施した。21年度に
は、自己評価の実施とその結果の公表は100％、学校関係者評価
の実施と結果の公表は全体の64.4％に達した。
・ 20年度に学校評価に関するホームページを立ち上げ、継続的に
内容の充実を図っている。
・ 学校評価に関するリーフレットや冊子を全校園に配布するなど最
新情報、参考資料を発信している。

・ 20年度から児童相談所（現こども相談センター）の「ひきこもり等
児童への支援事業」に統合し、実施した。

　　Ⅲ-２．社会全体で子どもを守りはぐくむ

17)社会教
育資源の
活用と産業
界との連携

・ 市立博物館・美術館等施設の小中学生無料化を継続実施す
る。

・ 20年度に12校の実践校を選定し実践研究を推進し、21年度から
学校評価を全校で実施する。
・ 学校評価に関するホームページを作成・更新し、継続的に内容
の充実を図る。
・ 学校評価に関する最新情報、参考資料を発信する。

・ 調べ学習によく利用される図書を、１セット30冊を基本に、中央
図書館・地域図書館に整備し、小学校への貸し出しを行う。
・ 19～22年度までの４ヵ年で300セット整備

・ 市内の公私立幼稚園・保育所等564施設を対象に実施する。

・ 20年度から中学校５校にスクールソーシャルワーカーを配置す
る。

・ ８年度から実施、17年度から全市立中学校に配置している。

・ 10年度から実施している。

・ 17年度より、各専門家５～７名の計25名を委員として委嘱し、学
校の要請に応じて派遣・相談を行う。

・ 全校で実施する。

・ 20年度から指導者を96名養成する。
・ 21年度からは、活動を広めるための研修についても実施する。

・ 18年度から実施している。
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19)子どもを
とりまく
様々な課題
への対応

6773ほっとスペース事業

・不登校など悩みを抱えた青少年や
その保護者等を対象に相談活動を行
い、学校や専門機関などと連携しな
がら、悩みを解決できるよう支援す
る。
　また、悩みや課題を抱えた青少年
が、安心して過ごすことのできる居場
所を設け、様々な活動プログラム提
供や仲間づくりを通して、青少年の社
会参加を支援する。

(1)

6874

○教育相談
・子どもや保護者への教育相談・カウ
ンセリング、箱庭療法などの心理治
療を行う。
・保護者、教職員への指導・助言を行
う。
・思春期の精神医療面の問題に関し
て、精神科医による医療相談を行う。

・ 教育センター内で実施

(1)

6875

○特別支援教育相談
・幼児・児童・生徒の養育および教育
に関する支援や情報提供を行う
・就学に関する情報提供を行う

・ 教育センター内で実施

(1)

6876

○適応指導教室
・入級対象者は、教育相談に不登校
の主訴で相談に通う児童・生徒
・グループ活動や学習活動を通して
学校復帰とともに社会的自立をめざ
す

・ 教育センター内で実施

(1)

6877

○電話教育相談
電話教育相談
（月～金曜日　祝日を除く　午前9時
～午後7時）
２４時間電話いじめ相談

・ 教育センター内及びNPOの協
力で実施

(1)

6878

○スクールカウンセラー活用事業
・市立中学校を配置校とする
・子どもや保護者への教育相談・カウ
ンセリングを行う
・保護者、教職員への指導・助言を行
う

・ 21年度に市立中学校130校に
配置する。

(1)

6879

○メンタルリーダー訪問援助事業
・スクールカウンセラー活用事業を補
完する
・「ひきこもり」状態の不登校の子ども
の支援を行う

・ 10年度から実施している。

(1)

7180
子ども安全メールの配
信

・不審者情報や子どもの被害状況な
ど、子どもの安全にかかる情報を教
職員や保護者、地域の関係者などの
携帯電話やパソコンに配信し、犯罪
等の未然防止に努めるとともに非常
事態に際しての初動体制を充実強化
することや子どもを守る地域づくりを
推進する。

(1)

7181
子どもの安全指導員の
配置

・教育委員会に全体総括者を2名配
置するとともに、市内を8ブロックに分
け、指揮系統を明確にすることによ
り、学校等で危険が予想される場合
には機動的な自主警備活動を実施す
る。

(1)

7182こども１１０番の家

・地域の協力家庭や店舗に「こども
110番の家」として、いざという時に、
子どもが逃げ込むことができる仕組
みをつくり、子どもの保護・安全の強
化と犯罪の未然防止を図る。

(1)

・ 地域の家庭や店舗を「こども110番」として、子どもの安全確保を
図った。

・ 不審者情報等のメール配信を行った。
・ 22年度からは、大阪府警と連携し、情報の共有化と情報の一本
化を行う予定である。

・ 全小学校・特別支援学校を１日１回巡回し、自主警備活動を行っ
た。

・ 15箇所で実施し、不登校など悩みを抱えた青少年等に対して、
相談活動、専門機関との連携、社会参加への支援などを行った。
・ 22年度より、こども相談センターにおける不登校児童通所事業に
統合し、効果的な事業推進を図ることとしている。

・ 21年度に、こども相談センターを設置して機能の強化を図ること
により、子どもの問題にかかわる相談に関して、子どもの状況に応
じて適切な担当部門等と連携し対応した。

20)子どもの
安全確保

教育相談事業の統合と
推進→大阪市こども相
談センター（仮称）の設
置と機能強化

・ 地域の家庭や店舗を「こども110番」として、子どもの安全確保を
図る。

・ 16年度から実施しており、20年度は15箇所で実施する。

・ 21年度にこども相談センターを
設置し、機能の強化を図る。

・ 17年度から不審者情報等のメール配信を行う。

・ 17年度から、全小学校・特別支援学校を１日１回巡回し、自主警
備活動を行っている。

19)子どもを
とりまく
様々な課題
への対応


